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研究要旨 

 メンタルヘルス不調の妊産褥婦に対する医療・保健・福祉の連携の体制整備を行い、均

てん化を目指すことを目的とした。東京都世田谷区で、母子保健関係者の協議会「母と子

のサポートネットせたがや」を発足・運営し、母子保健関係者が「顔の見える連携」を構

築するための場づくりを行った。また、長野県須坂市の医療・保健・福祉の連携のための

実務者会議にも参画した。メンタルヘルス不調の母親の支援における多職種連携のための

マニュアル「母と子のサポートネットせたがや 心の問題で気になる母親に対する対応の

手引き」を作成し、世田谷区と長野市・松本市で研修会を開催した。また、情報サイト「母

と子のサポートネットせたがや」を作成し、顔の見える連携を強化するためのインターネ

ットを使った患者紹介システもも開発・運用した。 

 



 それらをもとに、さらに均てん化のために、周産期関連学会のガイドライン作成に携わ

り、また、診療報酬改定要望の会議にも当研究班の成果を基礎資料として提出した。また、

全国の母子保健関係者を対象に研修会を開催した。 

 メンタルヘルス不調の母親に対する医療・保健・福祉の連携のため、地域での定期的な

「顔の見える連携」の場づくりを行うことが非常に有効であると考えられた。このような

「顔の見える連携」の場が、子育て世代包括支援センターを核とした地域の母子保健の連

携の仕組みの中に組み込まれることで、関係者間の連携がスムーズになっていくと考えら

れる。メンタルヘルス不調の母親の対応についてのマニュアルは、地域の母子保健関係者

の連携において、お互いの役割を認識して、メンタルヘルス不調の母親に対する一貫した

アプローチの共通認識に役立つと考えられる。また、メンタルヘルス不調の母親への対応

についてのガイドライン作成が望まれる。研修会の効率面を考えると、各機関・各地域で

周産期のメンタルケアの指導者を養成していくことが均てん化の上で有効であると考えら

れる。費用対効果の面も踏まえ、研究のエビデンスを積み重ね、適切な時期に適切な内容

のスクリーニングを医療や保健の仕組みの中に取り入れていく必要があると考えられる。 

 

 

. 研究目的 

周産期における妊産褥婦のメンタルケ

アについては、特定妊婦の取り組みなど

をはじめ様々な形で行われている。しか

しな 

がら、メンタルヘルス不調の母親に対す

る医療・保健・福祉の連携の仕組みは未

整備である。本研究では、メンタルヘル

ス不調の妊産褥婦に対する医療・保健・

福祉の連携の体制整備を行い、均てん化

を目指すことを目的とした。 

 

B. 研究方法 

 1 年目は、①メンタルヘルス不調の母

親のサポートのための連携モデルの構築

として、「母と子のサポートネットせたが

や」の協議会の発足・運営 ②多職種連

携のためのマニュアル「母と子のサポー

トネットせたがや 心の問題で気になる

母親に対する対応の手引き」の作成 ③情

報サイト「母と子のサポートネットせた

がや」の作成 ④母子保健関係者が「顔の

見える連携」を築ける場の調整 を行った。 

 

 

 

 2 年目は、1)地域医療・保健・福祉機

関が協働する「顔の見える連携」のモデ

ル作り（平成 25 年度より継続） 

2)母子保健 G-P ネット（研究課題申請時

は周産期 G-P ネットとしたが、周産期だ

けでなく母子保健全体で行っていく必要

があると考え、以後「母子保健 G-P ネッ

ト」とする）の均てん化のためのパッケ

ージ作成 

①メンタルヘルス不調の母親の支援につ

いての母子保健関係者向けマニュアル作

成 

②メンタルヘルス不調の母親の支援につ

いての母子保健関係者向け研修会開催 

3) 世田谷区の産科領域における妊産褥

婦のメンタルケアのための他機関連携の

実態調査 

4) 顔の見える連携を強化するためのイ

ンターネットを使った患者紹介システム

の開発・運用 

5) 母子保健 G-P ネットを推進するため

の診療報酬へのインセンティブ付加の提

言を行った。 

 

 



 3 年目は、日本産科婦人科学会・日本産婦人

科医会・日本周産期メンタルヘルス学会におい

て、妊産婦のメンタルヘルス対応についてのガ

イドライン作成の合同委員会に立花が参画した。

妊産婦のメンタルケアについての多職種地域連

携の研修パッケージの均てん化のため、長野市

において研修会のモデル施行をし、さらに、全

国の母子保健関係者向けに研修会を開催するこ

ととした。日本産科婦人科学会・日本産婦人科

医会・日本精神神経学会の合同による、周産期

のメンタルケアの診療報酬加算を内科系学会社

会保険連合（内保連）・外科系学会社会保険連合

（外保連）に要望する検討委員会に立花が参加

し、基礎資料の提出を行った。 

 

C. 研究結果 

1年目は「母と子のサポートネットせたがや」

の運営にあたり、産科医療における多職種連携

モデルについて下記の３つの点を重要な要素と

した。第一に、メンタルヘルス不調の母親を緊

急・非緊急ににわけて、連携先の機関を分けて

いるということである。第二に、どの場合も、

基本的に保健師に連絡して、保健師と連携を持

って対応するということである。第三に、産科

医療においては母親本人に目が向きがちだが、

養育の問題について、保健師や子ども家庭支援

センター、児童相談所と連携を持つことを念頭

に置くことである。小児科医療における多職種

連携については、下記の４つの点を重要な要素

とした。第一に、乳児健診をメンタルヘルスの

ハイリスクの母親を見つける場とすることであ

る。第二に、メンタルヘルスのハイリスクの母

親を見つけるために、うつのスクリーニングと

して Whooley の二質問法を用いていることで

ある。第三に、小児科領域で母親の精神面につ

いて気を付ける点として、うつ状態及び幻覚妄

想状態を重視していることである。第四に、メ

ンタルヘルス不調の母親がいた時の連携先とし

て、基本的には保健師とするが、内科・小児科

を標榜している開業医については、可能であれ

ば精神科診療所と連携を取ることを推奨してい

ることである。 

2 年目以後東京都世田谷区において、世田谷

区健康づくり課、世田谷区医師会と連携し、世

田谷区内の産科医・助産師・保健師・小児科医・

精神科医・子ども家庭支援センター職員などと

ともに、区役所の会議室を借りて検討会を月 1

回定期開催している。世田谷区では「母と子の

サポートネットせたがや 心のサポートのため

のマニュアル」を全産科医療機関・保健所など

の母子保健関係者に配布した。また、国立成育

医療研究センター妊娠と薬情報センターの渡邊

央美副センター長と協働し、「精神科医のための

妊娠・授乳中の向精神薬処方の手引き」を刊行

した。長野県精神保健福祉センターが「産後う

つ病対応マニュアル」刊行に際し、立花が監修

した。世田谷区では世田谷医師会と連携して母

子保健関係者向けに研修会を 2回開催し、長野

県松本市でも 1回開催した。母子保健の G-Pネ

ット展開の上での課題抽出のために、世田谷区

の分娩施設で行った実態調査では、メンタルヘ

ルス不調の妊産褥婦を保健師が十分にフォロー

アップできておらず、また、精神科で治療を受

けているケースが非常に少ないことが明らかに

なった。一方で、精神科がフォローアップして

いる妊産褥婦はそうでない群に比べ、有意に育

児ストレス・養育不全・抑うつといった心理社

会的問題を持つことが明らかになった。名古屋

大学の杉浦伸一准教授と協働し、世田谷区内の

医療機関むけの患者紹介システムを開発した。 

平成 28 年の診療報酬改定に向け、国立成育医

療研究センターとしての診療報酬改定要望事項

の登録において、立花が 2 つの要望を行った。

①精神科医連携加算に関連して、医療連携の受

け皿の精神科医療機関にも初診時に 200点加算

を要望。②通院・在宅精神療法 I精神 002 に

子どもの保護者である患者に対して、母子保健

領域の関係機関との連携を行うなどして子ども

の養育の問題についてもケアを行った場合に、

350 点加算を要望。日本産科婦人科学会・日本



産婦人科医会・日本精神神経学会共催の「精神

疾患を合併する妊産婦の心のケアに関する精神

科・産科・小児科の地域の連携医療の新規要望」

についての会議に立花が参画し、世田谷区の実

態調査のデータを基礎資料として提出した。 

 3 年目は、日本産科婦人科学会・日本産婦人

科医会・日本周産期メンタルヘルス学会共催の

ガイドライン作成のための合同委員会議におい

て、本研究班の成果を踏まえ立花がクリニカル

クエスチョンの提案を行った。母子保健関係者

向けに研修会を長野県長野市で開催し、さらに、

全国の母子保健関係者向けに、「母子保健メンタ

ルケアゲートキーパー研修会」を開催した。平

成 28 年度の診療報酬改定において、合同委員

会から内保連・外保連に要望を出した。平成 28

年度の診療報酬改定において、ハイリスク妊

娠・分娩管理加算、ハイリスク妊産婦共同管理

料において、算定対象として精神疾患を合併し

た妊娠および分娩に関する評価を加えられるこ

とになった。 

  

D. 考察 
母と子のサポートネットせたがや」が運営さ
れる中で、このような母子保健関係者のネット
ワークは地域の要保護児童対策地域協議会の機
能を様々な点で強化する可能性が示唆された。 

母子保健の G-P ネット展開の上での課題抽

出のために、世田谷区の分娩施設で行った実態

調査では、メンタルヘルス不調の産褥婦を保健

師が十分にフォローアップできておらず、また、

精神科で治療を受けているケースが非常に少な

いことが明らかになった。一方で、現状で精神

科医療機関が対応しているのは周産期のメンタ

ルヘルスの問題や養育不全についてより重篤な

群であることが示唆された。今後、ハイリスク

者を妊娠期など早期に発見し、医療・保健・福

祉が協働してフォローアップしていく体制づく

りの構築が課題であると考えられた。また、そ

のような体制づくりを推進する上で、診療報酬

においてインセンティブを患者を紹介した側・

された側の双方に付加することが望ましいと考

えられ、日本産科婦人科学会・日本産婦人科医

会・日本精神神経学会の診療報酬の合同委員会

に参画した。 

 今後、産科関連学会・団体のガイドラインを

通して、医療関係者に対して医療・保健・福祉

の連携の知識の均てん化を図っていく必要があ

ると考えられる。均てん化の観点からは、各施

設や自治体での妊産婦のメンタルケア対応の指

導者を養成するような仕組みづくりが必要であ

ると考えられる。 

また、今後妊娠中・産後のメンタルヘルスや心

理社会的なリスク要因のスクリーニングについ

ても、診療報酬上のインセンティブ付与が望ま

れる。 

 

E. 結論 

メンタルヘルス不調の母親に対する医療・保

健・福祉の連携のため、地域での定期的な「顔の

見える連携」の場づくりを行うことが非常に有効

であると考えられた。このような「顔の見える連

携」の場が、子育て世代包括支援センターを核と

した地域の母子保健の連携の仕組みの中に組み

込まれることで、関係者間の連携がスムーズにな

っていくと考えられる。本研究班での「母と子の

サポートネットせたがや」や須坂市の実務者検討

会のような月1回程度の関係者が集まる事例検討

会議の設定なども、「顔の見える連携」の場づく

りとして有効であると考えられる。地域の母子保

健関係者の連携において、お互いの役割を認識し

て、メンタルヘルス不調の母親に対する一貫した

アプローチの共通認識を持つことが重要と考え

られ、妊産婦のメンタルヘルスについての対応マ

ニュアルはそのような共通認識の土台形成に有

益であると考えられる。また、研修会による知識

の習得も有効であるが、効率面では、各機関・各

地域で同僚を指導するような指導者を育成して

いくことが均てん化の上で有効であると考えら

れる。費用対効果の面も踏まえ、研究のエビデン

スを積み重ね、適切な時期に適切な内容のスクリ



ーニングを医療や保健の仕組みの中に取り入れ

ていく必要があると考えられる。妊産褥婦に関わ

る様々な専門家（産婦人科医、助産師、精神科医、

保健師、市町村の母子保健行政担当者など）の意

見が反映される形で、医療・保健・福祉の連携・

協働しながら妊産婦のメンタルヘルスの問題に

対応する方略についてのガイドライン作成が望

まれる。 
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